
（資料１）「福島第一原発の十一万倍ものトリチウムが六ヶ所再処理工場から海洋へ放出されたことに関する質問主意書」の質問と答弁一覧表     	
 

  ＜川田龍平参議院議員提出 2015年 3月 10日答弁書受領＞	
 

原子力施設からの海洋等への放出排水について、原子力発電所（以下「原発」という。）にはトリチウム等放射性物質の濃度規制があるが、日本原燃株式会社（以

下「日本原燃」という。）六ヶ所再処理工場（以下「六ヶ所再処理工場」という。）には同様の規制がなく、全量が高濃度のまま野放しで放出されている。このよ

うな放出が許されるならば下北、三陸の海の海産物にトリチウムが取り込まれ、天恵の海産物資源に恵まれ生かされてきた国民そして漁業者の生活に大打撃を与え

るものと憂慮される。 

また、このような行為は環境基本法の目的や理念、国際的な地球環境保全などあらゆる観点から容認できないものである。現在、核燃料施設等の新規制基準適合

性に係る審査が行われているところであるが、環境基本法に立脚し以下質問する。 

質  問  内 閣 答 弁    コメント 

 

 

 

 

一 東京電力株式会社（以下「東電」という。）福島第一原発事故（以下「福島

第一原発事故」という。）に伴う地下水バイパスによる排水について、東電は

福島県漁業協同組合連合会との協定（以下「東電放出協定」という。）により

トリチウム濃度の上限を千五百ベクレル毎リットルとする海洋放出の了解を

得ている。一方、六ヶ所再処理工場からはアクティブ試験において、一億七千

万ベクレル毎リットルの濃度のトリチウムを含む排水を、二〇〇七年十月二日

には五百八十五立方メートル、同年十一月十七日には五百八十六立方メートル

海洋へ放出した。この値は東電放出協定の値の約十一万倍に相当する。この認

識に間違いがないか、政府の見解を示されたい。 

 

 

参議院議員川田龍平君提出福島第一原発の十一万倍もの

トリチウムが六ヶ所再処理工場から海洋へ放出されたこ

とに関する質問に対する答弁書 

 

一について 

御指摘の「東電放出協定」の意味するところが必ずしも明

らかではないが、日本原燃株式会社（以下「日本原燃」と

いう。）の再処理事業所再処理施設（以下「六ヶ所再処理

施設」という。）からの放射性液体廃棄物に含まれるトリ

チウムの濃度は、海洋に放出される前の濃度であり、一方、

東京電力株式会社の福島第一原子力発電所において、地下

水バイパスにより、海洋に放出されている地下水に含まれ

るトリチウムの濃度は、建屋の山側の高台でくみ上げた、

建屋に流入する前の地下水のトリチウム濃度であること

から、これらの濃度を単純に比較することは適切ではない

 

 

 

 

 
・日本原燃 HPに「放
出状況」として（資
料２-①）のように
出ている。これは海
洋放出したデータで
ある。 
・東電は海に放出す
る濃度基準として福
島県漁連に提示し、
運用基準として了解
を得ている。（資料
２-②） 
・下線を付したトリ
チウム排水を海洋放
出したことに対して
見解を示していな



 

二 日本原燃の再処理事業所再処理事業指定申請書によると六ヶ所再処理工場

から海洋へのトリチウムの放出量（管理目標値）は年に一京八千兆（1.8✕1016）

ベクレルになっている。排水は、六百立方メートルのタンクが満杯になると沖合

三キロメートル、水深四十四メートルの放出口から海洋へ放出されることになっ

ている。本格稼働すると年八百トンの使用済み核燃料の処理が行われ、その際二

日に一度タンクから排水が海洋放出されると推定されている。これらのことから

推算すると、放出水中のトリチウム濃度は約一億六千万ベクレル毎リットルにな

るのではないか。これは原発からの放射性物資の放出濃度に係る規制値（六万ベ

クレル毎リットル）の約二千七百倍に相当する。この計算に間違いがないか、政

府の見解を示されたい。 

 

 

三 同じ国の同じ海域へのトリチウム放出であるにもかかわらず、六ヶ所再処理

工場への濃度規制が野放しにされている理由を示されたい。本年一月三十日に

私が主催した市民との意見交換会（以下「意見交換会」という。）の席上、政

府からは「再処理工場が扱う放射性核種が多様であるから」との回答があった

が、原発など原子炉等規制法該当施設では、「実用発電用原子炉の設置、運転

等に関する規則の規定に基づく線量限度等を定める告示」（以下「本件告示」

という。）により千種以上の核種について「周辺監視区域外の水中の濃度限度」

が定められている。この濃度限度を適用させ多様な核種を監視することに何ら

不都合はないのではないか。本件告示は環境や人々を守るための最低限の規制

ではないか、政府の見解を示されたい。 

四 前記三に関連し、意見交換会では「周辺監視区域外の住民の被ばく線量が年

と考えている。 

二について 

御指摘の六ヶ所再処理施設における放射性液体廃棄物に

含まれるトリチウムの濃度は、海洋に放出される前の濃度

であり、一方、御指摘の「原発からの放射性物資の放出濃

度に係る規制値」は、原子力発電施設内において希釈等を

行った後の周辺監視区域外における濃度であることから、

これらの濃度を単純に比較することは適切ではないと考

えている。 

 

 

 

 

三から五まで及び七について 

原子力発電施設並びに再処理設備及びその附属施設（以下

「再処理施設」という。）から放出される放射性物質につ

いては、国際放射線防護委員会の勧告を踏まえ、原子力発

電施設及び再処理施設の周辺監視区域外における一般公

衆の被ばく線量が年間一ミリシーベルト以下となるよう

に放射能濃度等の限度を定めており、その上で、施設から

の放出形態や核種の種類に応じた規制を行っている。施設

からの放出形態に応じた規制としては、例えば、再処理施

設について、液体の放射性廃棄物が海洋放出施設から放出

されることを踏まえ、海産物の摂取等も含めた一般公衆の

い。（否定できない） 
 
・トリチウム濃度は
放出前貯槽における
測定値から求めたも
のである。周辺監視
区域外は水深４４m
の放出口になる。放
出水＝放出前貯槽水
となる。HP 見出し
は「放射性物質の放
出状況」となってい
る。 
・「周辺監視区
域」：当該区域の外
側で大臣の定める線
量限度を超えるおそ
れがないもの 
・下線部については
無回答 
・環境放出として同
じことである。 
 
 
・再処理工場の排水
規制を原発並みにせ
よという質問の回答
になっていない。た
だ、経過や現在の法
規制を述べているだ
けだ。 
・沖合３km、水深４
４mから海洋放出を
行い。敷地周辺の公
衆の線量を評価し安
全とする考えは問題
だ。なぜ海洋環境の
環境基準を定め評価
しないのか。 
・環境基本法の目的



に一ミリシーベルト以下であり法的に問題なし」との回答であったが、沖合三

キロメートル、水深四十四メートルから海洋に排水を放出することは、法的に

何ら問題がないと考えているのか。我が国の誇る貴重な海洋環境、海洋生態系、

養殖物などの海産物はどうなってもよいのか。このような野放しの放出を認め

ることは、環境基本法の目的や理念に反するものではないのか、政府の見解を

示されたい。 

五 福島第一原発事故を経験した今、放射性物質の環境基準を定め放射性物質の

放出濃度規制基準を定めるべきではないか、政府の見解を示されたい。 

六 六ヶ所再処理工場が本格稼働すれば、一日おきにこの極端に高濃度のトリチ

ウム汚染水が海洋へ放出されることが想定される。これでは世界三大漁場の一

つに数えられる海が死んでしまう。環境アセスメントをなぜ行わないのか、こ

れから行う予定はないのか、政府の見解を示されたい。 

七 かけがえのない海を放射能汚染から守るため、六ヶ所再処理工場からの放出

排水の濃度規制を暫定的に少なくとも原発並に改め、指導を強化するのが当然

ではないか、政府の見解を示されたい。 

八 東電放出協定同様に、放出排水の海洋流の下流で操業している下北・三陸沿

岸漁業者の意見を聴取し、放出濃度に係る協定を締結するべきではないか、政

府の見解を示されたい。 

  右質問する。 

 

被ばく線量の限度を定めており、また、再処理事業者に対

し、海洋放出施設の放出口周辺の海域の海水、海底土、海

産生物、漁具等に係る放射性物質の濃度等を三月ごとに記

録し、国に報告する義務を課している。 

 

 

 

 

六について 

日本原燃は、六ヶ所再処理施設の建設に当たって、地域環

境等への影響等における調査を実施し、その報告書を青森

県に提出していると聞いている。 

 

 

 

八について 

御指摘の「東電放出協定」や「放出濃度に係る協定」の意

味するところが必ずしも明らかではないため、お答えする

ことは困難であるが、日本原燃と漁業者の協定について

は、両者の間において判断されるものと考えている。 

や理念はどこに行っ
てしまったのだろう
か。環境省の外局に
原子力規制委員会が
設置された意味があ
るはずだ。 
・放出口周辺海域の
試料について３ヶ月
に１回の報告となっ
ているが、このよう
な粗い報告では監視
できないであろう。 
 
 
・再処理工場におけ
る環境アセスメント
の法制化はされてい
ない。 
法制化されていない
報告であり、厳密性
を欠くものではない
かと思うが確認して
みたい。 
 
 
 
・東電と福島県漁連
が締結したものと同
様な協定が日本原燃
と岩手県漁連や全漁
連との間に取り交わ
す必要があると思わ
れる。 

参議院ホームページ「質問主意書」に 2015.3.11現在 まだ答弁書は掲載されていません	
 

http://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/syuisyo/186/syuisyo.htm	
 

 


